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は じ め に

令 和 ６ 年 度 の 国 内 の 家 き ん に お け る 高 病 原 性 鳥 イ ン フ

ル エ ン ザ の 発 生 は 、 こ れ ま で で 最 も 早 く 、 ４ 道 県 5 1 事 例

と な り ま し た 。 豚 熱 に つ い て は ５ 県 ６ 事 例 の 発 生 が あ り 、

依 然 と し て 発 生 が 散 発 し て お り ま す 。 ま た 、 1 1 月 に は 、

福 岡 県 と 熊 本 県 に お い て 国 内 初 と な る ラ ン ピ ー ス キ ン 病

の 発 生 確 認 さ れ ま し た が 、 そ の 後 の ワ ク チ ン 接 種 や 防 疫

対 策 に よ り 、 発 生 の 拡 大 は あ り ま せ ん で し た 。

世 界 で は 、 米 国 に お い て 乳 牛 へ の 高 病 原 性 鳥 イ ン フ ル

エ ン ザ の 感 染 が 確 認 さ れ 、 瞬 く 間 に 全 米 各 地 へ 波 及 し ま

し た 。 幸 い 、 症 状 は 軽 い も の で し た が 、 搾 乳 牛 や 牛 乳 等

の 検 査 な ど 、 米 国 関 係 機 関 が 対 応 に 追 わ れ る 事 態 と な っ

て い ま す 。

ア フ リ カ 豚 熱 に つ い て は 、 ア ジ ア で の 未 発 生 の 国 ま た

は 地 域 が 、 日 本 と 台 湾 の み と な っ て お り 、 万 一 、 国 内 に

侵 入 し た 場 合 に 備 え 、 各 県 で 野 生 い の し し 対 応 を 含 め た

防 疫 体 制 の 構 築 を 進 め て い る と こ ろ で す 。 ま た 、 令 和 ７

年 ３ 月 1 4 日 に 約 ２ 年 ぶ り に 、 韓 国 南 部 で 口 蹄 疫 の 発 生 が

確 認 さ れ ま し た 。

令 和 ７ 年 １ 月 、 月 別 訪 日 外 国 人 数 が 過 去 最 高 を 記 録 し

て お り 、 海 外 か ら の 家 畜 伝 染 病 の 侵 入 リ ス ク は 高 ま っ て

い ま す 。 水 際 対 策 の 強 化 と あ わ せ 、 万 一 、 侵 入 し た 際 の

感 染 拡 大 防 止 体 制 の 構 築 が 急 が れ る と こ ろ で す 。

そ の よ う な 中 で も 、 家 畜 保 健 衛 生 所 が 実 施 す る 農 場 の

衛 生 管 理 の 向 上 や 疾 病 の 発 生 予 防 に 向 け た 取 組 及 び 畜 産

技 術 研 究 所 が 実 施 す る 生 産 性 向 上 に 向 け た 取 組 の 重 要 性

は 益 々 、 増 す ば か り で す 。 本 集 録 に は 、 家 畜 保 健 衛 生 所

に お け る 指 導 、 調 査 及 び 試 験 、 並 び に 畜 産 技 術 研 究 所 に

お け る 試 験 、 研 究 及 び 調 査 成 績 を 取 り ま と め て 発 表 し た

合 計 1 3 題 を 集 録 し て お り ま す 。

本 集 録 が 広 く 関 係 者 各 位 の 業 務 の 参 考 と し て 利 用 さ れ 、

今 後 の 畜 産 振 興 の 一 助 と な れ ば 幸 い に 存 じ ま す 。

令 和 ７ 年 ３ 月

静 岡 県 経 済 産 業 部 農 業 局 畜 産 振 興 課 長 手 塚 喜 代 美
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１ 牛飼養農家の飼養衛生管理基準遵守率向上の取組について

東部家畜保健衛生所

○富岡 啓、梅澤 朋恵

要 約

家畜伝染病、特に特定家畜伝染病の侵入リスクを下げるために飼養衛生管理基準の遵守

は不可欠である。遵守項目のうち、管内の遵守率が全国平均を大幅に下回った｢飼養衛生管

理マニュアル（以下、マニュアル）の作成｣、｢衛生管理区域を明示した農場平面図（以下、

平面図）｣｢畜舎等施設の清掃及び消毒｣、及び｢マニュアルの配布、看板等の設置等の措置｣

の 4 項目を重点指導項目とし、他に遵守率の低かった｢消毒実施の記録｣、｢車内交差汚染防

止対策｣の 2 項目を加えた 6 項目について管内 11 戸の酪農家に対して指導した。指導後に

全戸でマニュアル、平面図が作成され、マニュアルに規定された畜舎の清掃、消毒が実施

されるようになった。車内交差汚染防止対策の遵守戸数は指導前後で 7 戸と変わらず、消

毒実施の記録は指導前 4 戸から 6 戸に増加した。不遵守項目についての聞取り調査で農家

と集乳業者との連絡体制が不十分であることがわかったため、集乳業者と協議を実施した。

その結果、記帳の実施には協力する、車内交差汚染防止対策は農家からの資材提供があれ

ば実施可能との回答を得た。今後は関係団体と連携して農場立入り時の衛生対策を推進し

ていく必要がある。

はじめに

飼養衛生管理基準は、飼養衛生管理の方法

に関しての基本的な事項及び家畜の伝染性疾

病の病原体の侵入、拡散防止の方法に関する

次項等が規定された、家畜飼養者が遵守しな

ければならない基準である。

我が国では、2010 年宮崎県での口蹄疫発生

以降、牛の特定家畜伝染病の発生はないが、

2023 年に韓国で口蹄疫が発生し、侵入リスク

が高い状況である。侵入リスクを低減させる

ためには飼養衛生管理基準の遵守は必要不可

欠である。

令和 5 年度の管内牛飼養農家の飼養衛生管

理基準遵守状況は全 69 項目のうち 23 項目で

遵守率が全国平均を下回った。今回、遵守率

の向上を目的とした取組を実施したので報告

する。

材料と方法

指導対象農家として、A 市内の 10 戸、B 町

内の 1 戸の酪農家を選定した。

令和 6 年 7 月～8 月にかけて 1 回目の指導

を実施した後、1～2 ヶ月後に再度巡回し、改

善状況を確認した。

１）重点指導項目

管内の遵守率が全国平均を大幅に下回った

｢マニュアルの作成」、「平面図の作成」、「畜舎

等施設の清掃及び消毒」及び「マニュアルの

配布、看板設置等の措置」の 4 項目を重点指

導項目として定めた（図１）。

図１ 重点指導項目の管内遵守率と全国

平均の比較

a. マニュアルの作成

マニュアルは獣医師の助言の下、農家自

らが作成するものだが、作成の仕方がわか

らない農家が多かったため、マニュアルの

ひな形を農家に配布した。農家と共にマニ

ュアルのひな形の内容を確認し、現状の衛

生対策を聞き取り、文面化した。さらに、



実施可能な衛生対策を提案した（写真１）。

写真１ 農家とマニュアル内容を確認

作成したマニュアルは、紛失を防ぐため

にファイルに綴じて、いつでも閲覧可能な

状態で保管するように指導した（写真

２)。

写真２ ファイルに綴じたマニュアル

b. 平面図の作成

マニュアルを作成しながら、衛生管理区

域、消毒設備を再確認し、平面図を更新し

た。作成した平面図はマニュアルと同じフ

ァイルに綴じて保管するよう指導した。

２）遵守率が著しく低い項目への指導

重点指導項目以外に管内の遵守率が著しく

低い｢消毒の実施記録｣、｢車内交差汚染防止対

策｣の 2 項目について指導を実施した（図２）。

消毒の実施記録については不遵守農家には立

入記録簿を農家に配布、記入するよう指導し、

立入記録簿が設置されている農家には記載項

目、記録状況を確認した。

図２ 管内遵守率が著しく低い 2 項目の管内

遵守率と全国平均の比較

車内交差汚染防止対策については不遵守農

家には農場専用フロアマットやブーツカバー

を設置し、使用するよう指導した。また来場

車両の駐車場所についての検討を行った。

３）不遵守項目についての聞取り調査

指導後に不遵守の項目があれば、その理由

についての聞取り調査を実施した。

結 果

１）重点指導項目

初回巡回時、平面図は 6 戸、マニュアルは

4 戸で作成されていたが、指導後に 11 戸全て

で作成され、｢マニュアル作成｣、｢平面図の作

成｣、｢マニュアルの配布、看板等の設置｣の 3

項目は全戸で遵守となった。畜舎の清掃、消

毒は、4 戸で遵守だったが、指導後は 11 戸全

てでマニュアルに規定したとおりに実施され

た。

２）遵守率が著しく低い項目への指導

車内の交差汚染防止対策は指導前 7 戸で遵

守であったが、指導後も遵守戸数に変化はな

かった。

３）不遵守項目についての聞取り調査

消毒の実施の記録は 5 戸が不遵守で、不遵

守の理由は 3 戸で農場に立ち入る業者（以下、

立入業者）との連携不足、1 戸は立入記録を

設置していたのものの消毒実施記録の項目の

記載がない、1 戸は立入記録簿の未設置だっ

た。

車内交差汚染防止対策は 4 戸が不遵守で、

不遵守農家 4 戸のうち、3 戸が立入業者との

連携不足、1 戸が対策未実施だった（表１）。



表１ 不遵守理由の内訳

不遵守の理由として立入業者の中でとくに

集乳業者からの協力が得られていないことが

わかった。このため家保と集乳業者で打合せ

を実施し、消毒実施記録と車内交差汚染防止

対策への協力を依頼した。集乳業者からは、

消毒実施記録には協力する、車内交差汚染防

止対策は農場からフロアマットやブーツカバ

ー等の資材の提供があった場合には実施可能

との回答があった。

考 察

実情に沿ったマニュアルを作成し、閲覧し

やすい状態で保管することで農家の記憶に残

り、マニュアルを意識して作業を実施するこ

とにつながり、重点指導項目の改善につなが

ったと考えられた。

項目を絞って段階的に指導を行い、全項目

を遵守へとつなげていく指導方法は他県でも

効果的と考えられており[1]、今回の取組もそ

の成功事例と考えられた。

立入記録簿の設置はあるものの、消毒実施

記録の項目がない農家があり、農家を指導す

る際は、立入記録簿の記載項目が網羅されて

いるか確認する必要があると考えられた。

立入業者との連携不足が消毒の実施記録、

車内交差汚染防止対策の不遵守の理由の大部

分を占め、これらの項目の改善には農場への

指導だけでは不十分であり、立入業者との連

携が必要と考えられた。

今後は、今回作成したマニュアルを農場の

状態にあわせて更新し、他の農場にもマニュ

アル作成の指導を広げ、重点指導項目の遵守

率向上を継続する必要があると考えられた。

また、飼養衛生管理基準の遵守率向上には

関係団体との連携が重要であり[2]、消毒の実

施記録、車内交差汚染防止対策については、

特に農場への出入りが多い業者（集乳業者、

農協、飼料会社等）との協議の場を設け、遵

守率向上の協力を依頼していくことが必要で

あると考えられた。一方、車内交差汚染防止

対策は資材の供給面が課題となったので、消

毒・再利用可能なブーツカバーの利用（写真

３）など、経済的な負担にならない方法を立

ち入り業者に提案する必要があると考えられ

た。

写真３ シリコン製ブーツカバー
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２ 管内養豚農場の繁殖管理実態

西部家畜保健衛生所

〇志田 智子、柴田 昌利

要 約

近年、飼料原料価格の高止まりにより生産コストが増加しており、養豚経営は一層の効率

化を求められている。一方、海外で開発され繁殖性に優れる種豚が全国的に普及してきてお

り、管内でも飼養農家が増加してきている。このような中、養豚生産の安定性を一層高め地

域の底上げを図ることを目的とし、管内養豚農家の繁殖管理実態について一貫経営 22 戸及び

繁殖経営 5 戸の計 27 戸に対し聞き取り調査を実施した。

種豚は過半数の農場で県内種豚場から導入しており、海外で開発された品種、バークシャ

ー種等の肉質に特色のある品種、国内で改良された一般的な三元肉豚を生産するための品

種、の 3 つに分けられ、さらにそれらの品種を元に種豚を自家更新する農場が約 3 割程度存

在した。また、これら利用種豚により経営に特徴が認められた。

人工授精の導入率は 52%であり、全国または他の地域を対象とした調査結果よりも低かっ

た。また、分娩後の母豚の処置としてオキシトシン製剤及び抗生物質が 63%の農場で使用され

ていた。

繁殖に係る記録については、飼養頭数が多い農場程電子媒体の利用率が高く、記録項目数

が多い傾向が認められた。記録項目については、分娩日(93%)、交配日(89%)及び離乳日(89%)

について記録されている割合が高く、種豚廃用理由(33%)、子豚死亡日(48%)、白子数(63%)に

ついては記録されている割合が少なかった。また、記録項目数と離乳頭数には相関が無かっ

た。

調査結果から、飼養規模や経営方針等により選択される技術や計数管理すべき項目は異な

ると考えられ、これらに合わせた指導が必要と考えられた。繁殖に係る記録については、記

録をどのように活かすのかも含めて指導する必要がある。

はじめに

近年、高騰する輸入品の代替需要に加え、

比較的高価な牛肉からの需要のシフト等を背

景に、豚枝肉価格は堅調に推移している

［1］。一方で、飼料原料価格の高止まりによ

り生産コストが増加しており[2］、養豚経営は

一層の効率化を求められている。

養豚経営の生産性に大きく影響する母豚の

能力については、近年、海外で開発され繁殖

性に優れる種豚が全国的に増加してきており

［3］、管内に種豚生産農場も存在しているこ

とから、管内養豚農家においても利用者が増

加している。

このような中、生産の安定性を一層高め、

地域の底上げを図ることを目的とし、管内養

豚農家の繁殖管理実態について調査した。

材料と方法

管内養豚場のうち種豚場及び肥育経営を除

く一貫経営 22 戸及び繁殖経営 5 戸の計 27 戸に

対し、図１の調査項目について聞き取り調査を

実施した。総産子数、生存産子数、離乳頭数は、

本人申告により調査した。

併せて、家畜伝染病予防法第 12 の 4 に基づ

く定期報告(令和 6 年 2 月 1 日時点)及び飼養衛

生管理計画に基づく巡回の際に聞き取った飼

養頭数、品種、利用飼料、生産した食肉の銘柄

化及び自家販売の有無等を集計し、(1)種豚・精

液の導入の状況、(2）利用されている繁殖技術、

(3）導入品種ごとの経営の特徴、(4）繁殖に係

わる記録との関連性について調査した。有意差

検定は Brunner-Munzel 検定またはカイ二乗検

定により行った。



結 果

１）種豚・精液の導入状況

種豚の導入は、静岡県畜産技術研究所中小

家畜研究センターを含め県内からの導入が過

半数を占め、特に種豚より購入頻度が高い精

液では 7 割以上が県内施設から購入していた

（図２）。

導入種豚別の農家戸数は、海外で改良され

た品種(以下、海外品種)が 6 戸、バークシャ

ーや静岡県特産の合成豚であるフジキンカ[4]

等の肉質に特色のある品種（以下、特色品

種）が 7 戸、国内で改良されたランドレース

種、大ヨークシャー種及びデュロック種とい

った一般的な三元肉豚を生産するための品種

が 7 戸で、さらにそれらの品種を元に外部導

入を行わず種豚を自家更新する農場が 9 戸だ

った。海外品種を導入している 6 戸全て県内

種豚場から導入しており、うち 5 戸が同一農

家グループに所属していた。

導入元の選定理由は、銘柄化のためが 6 戸

と最も多く、次いで所属する農家グループの

指定が 5 戸、飼料会社の指定が 2 戸、金額が

安いためが 1 戸、その他が 4 戸だった。導入

元を指定していた農家グループでは、飼料の

共同購入、経営の勉強会及び豚肉の銘柄化が

行われていた。その他の理由としては、知人

農家の勧めや、安定して一定数導入できるた

め等の理由が挙げられていた。

１．種豚導入先及び選定理由
２.  交配方法：All-AI・本交-AI併用・本交のみ、精液入手元
３．妊娠鑑定方法：エコー・ノンリターン、実施時期
４．分娩時対応
 (1)介助：無・有（用手法・分べん誘発剤）
 (2)分娩後ケア：無・有（オキシトシン・抗生物質・子宮洗浄）
５．多産子対策：里子・分割授乳・人工哺乳器・その他
６ 記録管理方法(ソフト等の利用）

：市販ソフト・パソコン・ノート(紙）・記録札・その他
７．記録項目

交配日、受胎・不受胎、 
分娩日、総産子数、白子数、黒子数、生存産子数
死亡日、離乳日、離乳頭数、離乳時体重   
種豚導入日、種豚廃用日、種豚廃用理由

８.  総産子数、生存産子数、離乳頭数
２）利用されている繁殖技術

人工授精導入率は 52％で、飼養頭数が少な

い農場で導入率が低かった。All-AI と本交 AI

の比率は同等であり、飼養頭数による差はなか

った(表１)。

人工授精の回数は飼養頭数による差はなく、

発情終了まで継続する農場で総産子数は多か

った(表２)。妊娠鑑定は 52%の農場が超音波診

断装置、44%の農場がノンリターン法により実

施していた。超音波診断装置を利用する農場で

は、同機材を利用しない農場より有意に飼養頭

数が多かった。(3,058 頭 vs.645 頭 P<0.01）

分娩介助の方法は用手法が 59%と最も多く、

分娩誘発剤を使用している農場は 22%だった。

30%の農場は分娩介助を実施していなかった。

分娩後の母豚への処置はオキシトシン製剤

の投与及び抗生物質の投与がいずれも 63%と最

も多く、子宮洗浄は 22%の農場で実施されてい

た。いずれの処置も行わない農場は 15%だった。

産子数が多い場合の対応は、里子の実施が 8

1%と最も多く、次いで分割授乳が 33%、人工哺

乳器の導入が 19%の農場で実施されていた。15%

の農場ではいずれの対応も実施されていなか

った。

All-AI 本交AI 本交のみ

戸数（戸） 7 7 13

平均飼養頭数（頭） 2,884
a

3,069
a

1,159
b

ab 異符号間に有意差あり。P< 0.05

図１ 調査項目

図２ 種豚（左）及び精液（右）の導入元

表１ 人工授精導入状況

単位 戸



３）利用品種ごとの経営の特徴

１）の結果から、調査対象農場を、海外品種

導入農場、特色品種導入農場、自家更新農場、

その他、の 4 つに分類し、飼養頭数等を集計し、

利用している繁殖技術や経営の特徴等につい

て分析した。

4 つの分類のうち、海外品種飼養農場で最も

平均飼養頭数が多く、他の全ての分類と比べて

人工授精導入率が高かった(表３）。

併せて、海外品種導入農場では全ての交配を

人工授精により行う All-AI、人工哺乳器導入及

び分割授乳の実施率が高く、繁殖に係る記録の

平均項目数も多かった(表４)。

特色品種を飼養している農場のうち 3 戸が食

肉の銘柄化、3 戸が直売に取り組んでいた。

種豚を外部導入せず自家更新している農場

は、4 つの分類のうち平均飼養頭数が最も少な

く、他の農場と比べてエコフィードの利用率が

高かった(0%vs.56%)。また、肥育豚から候補豚

を選出する農場や、母豚を雄と同居させ自然交

配させる農場があった。

２回で終了
発情終了まで
（２回以上）

戸数（戸） 12 10

平均飼養頭数（頭） 1,230 1,924

総産子数（頭） 12.3a 14.2b

※ 特色品種のみを飼養している農場(2戸)を除外して集計。
ab 異符号間に有意差あり。P<0.05

戸数
（戸）

平均飼養
頭数（頭）

AI導入
戸数（戸）

AI導入率
（％）

海外品種導入農場 6 3,127
a 6 100

A

特色品種導入農場
※ 7 1,671 2 29

B

自家更新農場
※ 9 674

b 3 33
B

その他 7 1,556 3 43
B

調査対象合計 27 1,715 14 52

※うち2戸は特色品種を飼養し、かつ自家更新を行うため、重複して分類した。

ab,AB:異符号間に有意差あり。P>0.05

表　海外品種飼養農場における繁殖技術

All-AI
実施率
（％）

人工哺乳器
導入率
（％）

分割授乳
実施率
（％）

平均記録
項目数

海外品種 83 67 83 12.7
a

その他 0 5 19 8.4
b

ab 異符号間に有意差あり。P<0.01

４）繁殖に係る記録

繁殖に係る記録は 93%の農場で記録が行われ

ており、記録方法は、ノートへの記帳が 44%、

パソコンが 19%、市販ソフトが 11%、記録札が 1

1%、独自ソフトが 7%だった。

また、飼養頭数 3,000 頭以上の全ての農場で

電子媒体による記録が行われており、飼養頭数

と記録項目数には正の相関があった(r=0.53,

P<0.01）(表５)。

記録している項目については、分娩日・離乳

日等については記録されている割合が高かっ

た(93%,89%）(図３)。一方で、死亡日、種豚廃

用理由等については記録されている割合が低

かった(48%,33%）。また、記録項目数と生存産子

数から離乳頭数を引いた値には相関が無かっ

た(r=0.25,P=0.23)。

考 察

利用されている繁殖技術のうち人工授精の

導入率は、全国または他の地域を対象とした調

査[5,6]ではそれぞれ 78.8％、92.6％であった

のに対し、当所管内では 52％(表３)と低かっ

た。一方、特に飼養規模の小さい農場で導入率

が低かった点については他の調査結果[6,7]と

同様の結果となった。人工授精は、雄豚の飼養

2,000頭
未満

2,000頭以上
3,000頭未満

3,000頭
以上

電子媒体 3,150 2 2 6

筆記媒体 1,259 14 3 0

平均記録
項目数

 ― 7.6 11.6 12.7

平均飼養
頭数（頭）

飼養頭数別戸数（戸）

図３ 記録項目と実施戸数

表４ 海外品種飼養農場における繁殖技術

表３ 導入品種ごとの平均飼養頭数等

表２ 人工授精の回数※

表５ 記録媒体の種類及び記録項目と飼養頭数



頭数を削減し生産効率の向上に資すると言わ

れている[8]が、飼養頭数が少ない農場では飼

養頭数の多い農場と比べて生産効率を高める

必要性が低く、人工授精の導入意欲が低いこと

が推測される。本県は平均飼養頭数が少ない

[9]ことが、全体における人工授精導入率が低

い一因であると推測された。

人工授精の回数については、発情の終了を確

認するまで交配を継続する方が総産子数は多

かった(表２)。経産豚において排卵は発情期間

の後半で生じると言われており[10,11]、交配

は排卵の 24 時間前から排卵時までに行うと高

い受精率が得られることが報告されている[1

2]。発情終了まで交配を継続することで卵子の

受精率が高まり、産子数が増加したと推測され

た。

人工授精は、受胎率向上や外部からの疾病侵

入防止にも資する[8］。今後は人工授精の導入

を推進し、併せて人工授精の回数等、その方法

についても指導していく必要があると考えら

れた。

超音波診断装置は約半数の農場で導入され

ており、飼養頭数の大きい農場で導入率が高か

った。全国を対象とした調査[13]でも同様の傾

向を報告しており、資本力の大きさと作業効率

化の必要性がその一因と考えられた。ノンリタ

ーン法による妊娠鑑定は、超音波診断装置によ

るものよりも妊娠の的中率が低く、時間や労力

もかかる。超音波診断装置はこれらの点におい

て優れるだけでなく、子宮炎など豚の繁殖障害

の観察も可能であることが報告されている[1

4]。今後は、導入の費用対効果を検証し、効果

が高いと考えられる農場に対し導入のメリッ

トを周知し普及につなげていく。

分娩誘発剤を使用する農場が 22％に留まっ

た一方、分娩後の母豚への処置として 63％の農

場でオキシトシン及び抗生物質が使用されて

いた。今後は、これら薬剤の使用目的や使用方

法を確認し、適切な使用方法を周知していく必

要があると考えられた。

産子数が多い場合の対応については、里子の

実施率が最も高かったが、分娩腹数が少なく平

均生存産子数が多い場合には里子で対応する

ことができない場合があり、分割授乳や代用乳

の使用等、里子以外の方法についても普及する

必要があると考えられた。

今回の調査では、管内養豚農場を①海外品種

導入農場、②特色品種導入農場、③自家更新農

場、④その他、に分類し分析した。①の農場で

は海外品種を導入し飼養頭数が多い傾向があ

り、分割授乳や人工哺乳器の導入率が高かった。

母豚の産子数の増加に伴い哺乳期事故率が高

まり[15,16]、授乳子豚の頭数が増えるに従い

子豚の日増体量が低下することが報告されて

いる[17]。海外品種は分娩 1 回あたり育成頭数

が多いと言われており[18]、哺乳期事故率の低

減や日増体重増加等を目的として分割授乳や

人工哺乳器が導入されていたと考えられた。

全国を対象とした調査[5]によれば、海外品

種導入率の全国平均は 26.3%であり、今回の調

査結果では 22%とやや低かった。管内には海外

品種を供給する種豚場が存在し、海外品種の導

入を推奨する農家グループも存在するものの、

平均飼養頭数が 1,715 頭(表３)と全国平均（2,

811 頭）[9]と比べて飼養規模の小さい農場が多

いことが海外品種の導入率が低い一因と考え

られた。

②の農場では、フジキンカ等の肉質に特色の

ある品種を飼養し、豚肉の銘柄化や直販に取組

む事例もあった。特色品種は 26％(27 戸中 7 戸)

の農場で導入されていたが、国内においては銘

柄豚の数は年々増加している現状から[19]、当

所管内も同様の傾向があると推測された。銘柄

化に際しては、フジキンカ[4]やデュロック種

系統豚[20]など本県が開発した肉質に特色の

ある銘柄豚が活かされており、今後はこれら品

種の適切な飼養管理方法等[21,22,23,24]につ

いて一層普及していくことが、銘柄化を推進す

る農場の支援につながると考えられた。

③の農場ではエコフィードを利用するなど

生産コストの低減に取組み、離乳後の母豚を雄

と群飼し自然交配させている事例が複数ある

など、省力化を重視して繁殖技術を選択してい

ることが推測された。

調査結果から、利用種豚により経営の方向性

は異なると考えられ、それぞれ①規模の経済・

生産効率を追求、②ブランド化等により豚肉の

付加価値を向上、③原材料費低減・労力削減を

重視、④その他、であると推測された。指導に

際しては、これら経営の方向性を考慮して取組

む技術を選択し、目標設定するよう指導してい

きたい。

繁殖に係る記録については、飼養頭数が大き

いほど項目数が多く、電子媒体で記録されてい

る割合が高かったことから、飼養頭数が大きい

ほど繁殖技術の計数管理が重視されているこ



とが推測された。

記録項目については、分娩日や離乳日などワ

クチン接種や豚の移動計画に必要な項目で記

録率が高かった。離乳頭数等については売上に

直結する項目であり関心が高いことも記録率

が高い一因であると推測された。一方、子豚の

死亡日や種豚の廃用理由といった損失に係る

情報については記録率が低く、これらの情報に

ついては分析・利用方法について十分に理解さ

れていない可能性があると考えられた。また、

記録項目数と、生存産子数から離乳頭数を引い

た値には相関がなく、哺乳期事故率の低減につ

ながっていない等、記録が繁殖技術の改善に十

分に活かされていない可能性も考えられた。

2023 年の全国調査では 27.6%の農場がベンチ

マーキングに参加しており[8]、今後も繁殖技

術の計数管理に取り組む農場は増加する可能

性がある。今後は、記録の分析・改善技術の検

討を習慣化するなど、記録をどのように活かす

のかも含めた指導が必要であると考えられた。

これまで述べてきた繁殖技術の指導を行う際

には、併せて記録項目及びその利用方法につい

ても検討し、生産性の向上及び安定につなげて

いきたい。
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３ 管内養豚場でのネズミ防除 IPM プログラム有用性及び運用可否の評価

東部家畜保健衛生所

〇福澤 涼子、平井 亮

要 約

管内 A 養豚場は、独自にネズミ対策を実施していたが、令和５年夏頃から生息数は増加

の一方であった。そこで、農場で自主的に管理できるようにするため、環境的、化学的及

び物理的防除を総合的に組み合わせる IPM（ Integrated Pest Manegement）に基づくネズ

ミ防除体系（以下、IPM プログラム）の手法を取り入れ、IPM プログラムの作成・運用を行

った。その結果、維持管理水準は措置水準以下で維持され、農場主からは IPM プログラム

を今後も継続的に運用していくと回答が得られたことから、IPM プログラムは有用かつ農

場主体的な運用が可能であると評価した。

はじめに

従前のネズミの防除方法は、対象の有無に

かかわらず薬剤を散布する科学的防除が主流

であったが、のちにネズミによる抵抗性の獲

得等の悪影響を生み出すこととなり、防除方

法は IPM の考え方を取り入れた方法が主流と

なっている。IPM とは「害虫等による被害が

許容できないレベルになることを避けるため、

最も経済的な手段によって、人や財産、環境

に対する影響が最も少なくなるような方法で

害虫等と環境の情報をうまく調和させて行う

こと」と定義され、生息状況調査を重視した

防除体系である[1]。

管内 A 養豚場は、母豚約 50 頭を飼養する繁

殖農場で、農場周囲は茶畑に囲まれている。

離乳舎、母豚舎各１棟では、床面が土で構成

されている(図１)。このように A 養豚場は、

農場の立地や豚舎構造からネズミによる被害

を受けやすい環境であり、農場で独自に対策

を実施していたがネズミ生息数は増加の一方

であった。

そこで、緊急的なネズミ駆除を実施し、さ

らに今後農場主が自主的に管理できるように

するため、環境的、化学的及び物理的防除を

総合的に組み合わせる IPM の手法を取り入れ、

IPM プログラムの作成・運用を行い、その有

用性及び農場による運用可否について評価し

た。

図１ A 養豚場見取り図

材料と方法

１）現地確認

農場内において、ネズミの姿、ネズミの糞、

巣穴等のラットサイン、営巣場所、ネズミの

餌場について、現地確認を実施した。

２）農場主からの聞き取り

農場で実施していたネズミ駆除方法及び

ネズミ生息状況について、農場主から聞き取

りを実施した。「ネズミの発生状況と生息数」

(表１)を参考に、ネズミ生息数を推定した。



表１ ネズミ生息数の推定

３）衛生検査

ａ．検査材料

ネズミ体表：農場内で捕殺したネズミ

を 10％スキムミルクに浸漬し、浸漬液

1ml を検査に供した。

離乳豚舎飼料：離乳豚舎で使用する飼

料を給与前、給与後に分け、10％スキム

ミルクに浸漬し、浸漬液 1ml を検査に供

した。

ｂ．細菌学的検査

各検査材料について、定法に従いサル

モネラ検査、大腸菌定量培養検査を実施

した。

成 績

１）現地確認及び聞き取り結果

現地確認及び聞き取りから、A 養豚場での

ネズミの目撃頻度は、昼間は必ず見かけ、夜

間は特に多く見かけている状況であったこと

から、推定ネズミ生息数が 2,000 匹以上であ

ると推定した。

また、ネズミは不断給餌豚舎を中心に生息

していること、農場主は経費削減のため抗凝

血性殺鼠剤を中断していたことが分かった。

そのため、ネズミ生息数を減らし、殺鼠剤

による死鼠の誤食リスクを最小限にするため、

リン化亜鉛系急性殺鼠剤による緊急的ネズミ

駆除を実施、約 10 日間で計 780 匹駆除した。

２）IPM プログラムの作成

IPM プログラム作成のため、短期モニタリ

ング指標（餌箱内のネズミ糞の量、昼夜のネ

ズミ目撃頻度）と、環境的、化学的及び物理

的防除を組み合わせて、4 つの維持管理水準

を設定し、作成した(表２)。

表２ 農場主と作成した IPM プログラム

３）IPM プログラムの運用

ａ．環境的防除

現地確認において、農場に隣接した藁

小屋と離乳舎の間をネズミが往来し、営

巣箇所となっていたため、藁小屋を処分

した。(写真１, ２)

また、離乳豚舎の給餌量を調整し、夜

間にネズミに盗食されないよう制限給

餌を実施した。これにより、日中弱った

ネズミを農場主が捕殺し、１週間で約

700 匹駆除した。

写真１ 藁小屋（処分前）



写真２ 藁小屋（処分後）

ｂ．化学的防除

抗凝血性殺鼠剤は、不断給餌豚房中心

に設置することとし、運用前は単独で設

置していたが、抗凝血性殺鼠剤を 20％配

合した毒餌を作成し、ネズミが死亡する

までに過剰に喫食することを抑制する

こととした。また、維持管理水準のレベ

ルによって、散剤、固形を使い分けるこ

ととした。

ｃ．物理的防除

カゴトラップの農場でのランダム設

置は以前から実施していたが、ネズミ繁

殖状況の判断材料となるよう、捕獲数を

継続的に記録することにした。

ｄ．短期モニタリング結果

a～c の防除対策を IPM プログラムに則

り実施後、再度、現地確認を実施した。

離乳舎餌箱内のネズミ糞は、運用前では

大量に見られていたが(写真３)、運用後

は豚房により差があるものの、概ね許容

水準から警戒低水準で維持ができた(写

真４)。

また、ネズミ目撃数においても、運用

前は１度に多くのネズミを見かけてい

たが(写真５)、運用後は許容水準から警

戒低水準で維持できた(写真６)。

写真３ 餌箱内の様子（運用前）

写真４ 餌箱内の様子（運用後）

写真５ 離乳舎内の様子（運用前）



写真６ 離乳舎内の様子（運用後）

ｅ．IPM プログラム有用性及び継続性評価

IPM プログラム運用前後で比較した維

持管理水準の推移を図２に示した。維持

管理水準は、警戒高水準以下で維持する

ことができたことから、農場主は IPM プ

ログラム運用によりネズミ管理が可能と

判断し、有用であると評価した。

また、IPM プログラム運用を、短期的

でなく、今後も継続できるか聞き取りし

たところ、運用に伴う作業負担は軽減ま

たは許容範囲であり、農場主自身が継続

可能と判断している。当所においても当

該農場で作成した IPM プログラムは継続

的に運用可能と評価した。

図２ 運用前後の維持管理水準の推移

ｆ．長期モニタリング指標の設定

飼料購入量から推奨給与量を差し引き、

離乳舎の飼料損失額を算出し、IPM プロ

グラムの長期的モニタリング指標として

作成・運用した。その結果、令和 4、5 年

度及び令和 6 年度上半期の飼料損失額は

それぞれ 22.8 万円（/月）、27.8 万円（/

月）、27.3 万円（/月）であった。運用後

の評価が短期間であったため、IPM プロ

グラムを継続的に運用し、今後は損失額

の推移を年度単位で算出し、評価してい

くこととした。

３）衛生検査結果

ネズミ体表から 22～300 万 CFU/mL の大腸

菌群が検出されたが、飼料では検出されなか

った。またサルモネラ属菌はいずれの検査材

料からも検出されなかった。

考 察

当初、A 養豚場では、増殖するネズミに対

して、適切で効果的なネズミ管理方法を発案

し取り組むことができず、なす術がない状況

であった。そのため、農場と家保との協働で、

ネズミ生息状況の現地調査や聞き取り調査を

実施することで、問題点や懸念点を洗い出す

ことができた。これにより、家保が農場主の

意向を汲み取り、農場でのネズミ生息状況に

応じた防除計画の提案及び伴走支援を実施す

ること、農場主が生息状況に応じた適切な防

除方法を習得することで、有用な IPM プログ

ラムの作成と、その継続的な運用が可能とな

ったと考えられた。

A 養豚場では、作成した IPM プログラムに

より、ネズミ生息数を減らし、農場単独で管

理可能な状態にすることができた。しかし、

規模、立地、畜舎構造等、農場ごとに異なる

条件が多く、当該農場と同じ防除方法が他農

場に応用できるとは限らないため、有用かつ

継続可能な IPM プログラムを作成するために

は、農場ごとに、様々な手法を組み合わせて

応用していく必要があると考えられる。

今回の取り組みを、更に他農場での事例に

応用し、有用かつ継続的なネズミ防除対策を

確立することで飼養衛生管理向上につなげ、

豚熱等の家畜伝染病の発生リスク低減に繋げ

たい。
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４ 管内蜜蜂飼養者の飼育状況調査からみた効果的な情報周知方法の検討

西部家畜保健衛生所

○松本 拳悟、貞弘 真行

要 約

令和 6 年度、当所管内で腐蛆病が約 4 年ぶりに 2 例発生した。腐蛆病発生の予防に寄与

する情報発信を行うために、管内飼養者の飼育状況調査を行い、効果的な情報周知方法に

ついて検討した。管内の腐蛆病検査対象飼養者 101 名にアンケートを実施し、77 名より回

答を得た。飼養者の業態は本業 14％、副業 43％、趣味 42％であった。また年代は 50 代以

下（以下、生産年齢層）25％、60 代以上（以下、高齢層）75％であった。蜜蜂疾病の認識

度及び巣箱消毒の実施率は、趣味と高齢層の飼養者で低く、飼養衛生管理の情報周知が必

要と推測された。疾病に関する情報収集方法について、業態別の比較ではいずれの業態で

も「知人の飼養者から」が最も多く、グループワーク等の活用による飼養者間の連携強化

が周知方法として有効と推測された。年代別の比較では、主要な情報収集方法のいずれに

ついても、高齢層で使用されている割合が低かった。このことから、高齢層へ伝わりやす

い方法を用いた周知が必要と考え、高齢者に配慮したデザインで衛生情報を作成し発出し

た。

はじめに

令和 6 年度、当所管内で腐蛆病が約 4 年ぶ

りに 2 例発生した。主な腐蛆病の発生予防方

法は、群内の働き蜂の割合を高く維持する、

いわゆる強群を維持すること及び巣箱等の適

切な消毒の実施が挙げられる[1,2]。今年度の

発生は、数年ぶりに養蜂を再開した飼養者及

び管理頻度が 1 か月に 1 度程と比較的少ない

飼養者で見られた。このことから、発生した

飼養者では飼養衛生管理が不十分だった可能

性が考えられた。そのため、同様に飼養衛生

管理が不十分と考えられる飼養者に対して、

適切な衛生情報の周知が必要と考えられた。

しかし、管内の飼養者に関する情報は、飼

育届などで提出される範囲の情報に留まり、

飼養者の属性や飼養衛生管理の実施状況、蜜

蜂疾病の認識度やその情報収集方法について

は把握出来ていなかった（図１）。

図１ 蜜蜂飼養者に関する当所の把握状況

そこで、詳細を把握出来ていなかった飼養

者の情報を把握し、周知対象の特性を考慮し

た効果的な方法で情報周知することを目的に、

調査を行ったので報告する。

材料と方法

１）アンケート調査

当所管内の腐蛆病検査の対象となる蜜蜂飼

養者 101 名にアンケートを実施した。実施方

法は、対面調査または紙面、メール、オンラ

インフォーム等を活用した非対面調査にて行

った。アンケートの調査項目は、飼養者の属

性（業態、年代等）、疾病に関する知識（蜜

蜂疾病の認識度、消毒の実施有無等）及び疾

病に関する情報収集方法とした（図２）。



図２ アンケート項目

２）調査項目の分類、集計

アンケート結果について、回答者の属性ご

とに回答を集計して関連性を比較した。

飼養者の属性として、業態は本業、副業、

趣味の 3 群に分類した。分類の定義は、「直

近 3 年間で販売、営利目的での利用があるこ

と」を副業、「自家利用、無償譲渡のみ」を

趣味とした。

年代は、50 代以下（60 歳未満）を生産年

齢層、60 代以上（60 歳以上）を高齢層と設

定した。

腐蛆病について「代表的な症状含め知って

いる」と回答した飼養者の割合を、腐蛆病の

認識度として算出した。また、腐蛆病以外の

蜜蜂の疾病について「名前を知っている」と

回答した飼養者の割合を、各疾病の認知度と

して算出した。消毒方法について、巣箱消毒

を実施していると回答した飼養者の割合を巣

箱消毒実施率として算出した。

疾病に関する情報収集方法の選択肢は、知

人の養蜂家から、書籍、インターネット、そ

の他の 4 項目について、回答割合を算出し

た。

結 果

77 名から回答を得た。

１）飼養者の属性

回答者の業態は、本業 14％、副業 43％、

趣味 42％、無回答 1％であった（本業

n=11、副業 n=33、趣味 n=32、無回答 n=1、

図３）。

図３ 飼養者の業態

回答者の年代は、生産年齢層 25％、高齢

層 75％であった（生産年齢層 n=19、高齢層

n=58、図４）。

図４ 飼養者の年代



２）蜜蜂疾病に関する知識

a. 腐蛆病の認識度

業態別では、趣味の飼養者で腐蛆病に関す

る認識度が低い傾向がみられた（本業

82％、副業 70％、趣味 34％、図５－Ａ）。年

代別では、高齢層の飼養者で腐蛆病に関する

認識度が低い傾向がみられた（生産年齢層

68％、高齢層 52％、図５－Ｂ）。

図５ 腐蛆病認識度

b. その他蜜蜂疾病の認知度

業態別では、バロア症、チョーク病、ノゼ

マ症のいずれについても、趣味の飼養者で疾

病に関する認知度が低い傾向がみられた（バ

ロア症：本業 91％、副業 94％、趣味 81％、

チョーク病：本業 91％、副業 67％、趣味

47％、ノゼマ症：本業 73％、副業 33％、趣

味 27％）。年代別では、高齢層の飼養者でい

ずれの疾病についても認知度が低い傾向がみ

られた（バロア症：生産年齢層 89％、高齢

層 86％、チョーク病：生産年齢層 74％、高

齢層 59％、ノゼマ症：生産年齢層 47％、高

齢層 29％）。

c. 巣箱消毒実施率

業態別では、趣味の飼養者で、巣箱消毒実

施率が低い傾向がみられた（本業 91％、副

業 85％、趣味 75％）。年代別では、高齢層の

飼養者で、巣箱消毒実施率が低い傾向がみら

れた（生産年齢層 90％、高齢層 79％）。

３）疾病に関する情報収集方法

業態別では、いずれの業態でも、「知人の

養蜂家から」情報を得ていると回答した飼養

者が最も多かった（本業 73％、副業 64％、

趣味 66％、図６）。

図６ 業態別 疾病に関する情報収集方法

年代別では、いずれの年代でも、「知人の

養蜂家から」情報を得ていると回答した飼養

者が最も多かった（生産年齢層 79％、高齢

層 62％、図７）。また、今回調査した主要な

情報収集方法のいずれも、生産年齢層と比べ

高齢層で使っている割合が低かった（知人の

養蜂家から：生産年齢層 79％、高齢層

62％、書籍：生産年齢層 58％、高齢層

29％、インターネット：生産年齢層 53％、

高齢層 40％、図７）。

図７ 年代別 疾病に関する情報収集方法

考 察

業態が趣味又は年代が高齢層の飼養者は、

全体に占める割合が高かった一方で、疾病に

対する認識度や巣箱消毒実施率が低かった事

から、他の属性の飼養者よりも飼養衛生管理

の重要性について情報周知を図る必要がある

と考えられた。また、令和 6 年度に腐蛆病の

発生した飼養者は、業態別では 1 件が副業、

1 件が趣味、年代別では 2 件とも高齢層であ

った。このことからも、業態が趣味と年代が

高齢層の飼養者が手に入れやすい方法で情報

発信することが効果的と考えられた。

業態別の疾病に関する情報収集方法の結果

から、いずれの業態でも知人の養蜂家から情

報を得ている飼養者が最も多かった。そのた

め、蜜蜂飼養者間の情報交換によって連携を
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強化することが、飼養衛生管理の効率的な周

知に寄与すると考えられた。また年代別で

は、高齢層の飼養者は生産年齢層の飼養者と

比べ、今回調査した情報収集方法のいずれも

使っている割合が低かった。このことから、

高齢層の飼養者は生産年齢層の飼養者よりも

情報収集力が低い可能性が考えられた。その

ため、高齢層の飼養者に対して伝わりやすい

方法で、飼養衛生管理の情報周知を図る必要

があると考えられた。

今回の調査結果から、趣味の飼養者に対し

て、飼養者間の情報交換で連携を強化するこ

とが飼養衛生管理の周知に効果的と考えられ

た。毎年県内で開催されている蜜蜂飼養管理

講習会は、腐蛆病検査時の聞き取りや今回の

アンケート回答で好評を得ていた。そのた

め、同講習会の講習内容の一つとしてグルー

プワークを実施することが、飼養者間の情報

交換の機会を増やすために有効と考える。ま

た高齢層の飼養者に対して、伝わりやすい情

報発信が必要と考えられた事から、衛生情報

の発出を行った（図８）。発出した衛生情報

は、高齢層に配慮したタイトル、文法、デザ

インで作成した。具体的には、タイトルを分

かりやすくすること[3]、箇条書きや 1 文で

論点を一つにするといった文法への配慮

[4]、ユニバーサルデザインフォント（以

下、UD フォント）の活用を行った。

図８ 発出した衛生情報

今後も蜜蜂飼養者の把握と継続的な飼養衛

生管理方法の周知について、検討していく。
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